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公益財団法人日本食品化学研究振興財団 

令和 8年度(第 11回) 奨学助成 募集要項 

 

１ 助成の趣旨  

食品の安全性を確保し国民の健康保持増進に寄与することを目的として、国内外 

において次代の食品化学の進展に寄与し、もって食品の安全を国際的に推進する   

ため、食品化学及びこれに関連する科学を勉学する留学者（学生及び研究者）に     

対して奨学助成を行います。 

 

２ 助成対象及び応募者の資格等 

   （１）海外から日本へ留学中の学生、若しくは日本の教育・研究機関において研究に

従事する者（以下「訪日研究者」という）、又は日本から海外へ留学予定の    

研究者を対象とします。 

（２）応募者の資格は、次の区分によるものとします。年齢は、原則として、2026年

4月 1日時点で 40歳未満とします。 

① 海外から日本への留学（以下「海外からの留学」という）について 

東南アジア若しくは南アジアの各国から現に日本国内に留学している  

大学 3年次以上の大学生・大学院生又は訪日研究者 

② 日本から海外への留学（以下「日本からの留学」という）について 

日本から海外への留学を予定している日本国籍を有する国内の研究者 

（３）留学する学生の専攻分野又は研究者の専門分野は、食品化学あるいはこれに 

関連する科学とします。 

（４）応募者の語学能力は、海外からの留学の応募者にあっては、日本語や英語を 

通じて留学の目的を達成できるレベルであることとします。語学能力試験（日本

語能力試験、日本留学試験、TOEIC 試験、TOEFL 試験 等）に係る結果通知等、  

語学能力を確認できる書類を申請書に添付してください。併せて、留学先に  

おける日本語の語学教育など留学生支援環境があれば、説明してください。 

（５）日本からの留学については、食品化学及びこれに関連する科学に係る応募者 

の業績を、奨学助成に係る選考の主たる基準とします。 

（６）日本からの留学は、奨学助成決定から 1 年以内に留学することを助成の条件

とします。 

（７）海外からの留学の場合、現在、国費（出身国、日本又はその他の国の費用）   

により留学している者は、原則として、助成の対象としません。 

   日本からの留学の場合、国費（出身国、日本又はその他の国の費用）による  
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留学が見込まれる者は、原則として、助成の対象としません。 

 

３ 助成金額等 

・海外からの留学の場合は、1 件 1 年につき 80 万円を上限に支給、人数は数名とし

ます。 

・日本からの留学の場合は、1 件につき 1 年目は渡航費を含め 150 万円、2 年目は  

80万円をそれぞれ上限に支給、人数は数名とします。 

・ただし、助成金額及び支給人数については、申請件数の多寡や申請の評価内容  

により弾力的に運用することがあります。なお、助成の対象となる経費は、渡航費、   

滞在費、学費等留学に直接要する費用とします。 

 

４ 助成期間 

（１）海外からの留学について 

奨学金の助成期間は以下のとおりですが、助成対象者が申請時に記載された 

留学先の身分を喪失した場合は、その後の助成金の支給を停止します。 

① 大学生：最長2年間（4年制の4年次から、あるいは6年制の6年次から受給の 

者は1年間、ただし修士課程あるいは博士課程に進学の者は2年間） 

② 大学院生 

ア）博士課程（5年制） 

・博士前期課程（修士課程）：最長2年間（2年次から受給の者は1年間、       

ただし博士後期課程の者は2年間） 

・博士後期課程（3年制）：最長2年間（3年次から受給の者は１年間とする） 

イ）博士課程（4年制） 

・最長2年間（医、薬、歯、獣医学系に在籍する者で、3年次から受給の        

場合は2年間、4年次から受給の者は1年間） 

ウ）なお、博士後期課程（3年制）又は博士課程（4年制）に進学する者に       

ついては、2年間の奨学助成を受けた後、新規に1年又は2年の奨学助成を申

請することができる。 

③ 訪日研究者：原則として、2年間を上限とする。 

（２）日本からの留学について 

  原則として、2年間を上限とする。 

   ただし、助成対象者が申請時に記載した留学先の身分を喪失した場合は、  

その後の助成金の支給を停止します。 

 

５ 選考及び結果の通知 

（１）一次選考（令和７年 11月上旬～中旬） 
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   書類選考により行います。 

（２）二次選考（令和７年 12月上旬～中旬をメド） 

    一次選考合格者に対して、選考委員会が必要と認めた場合、面接試験を実施 

します。 

（３）選考方法 

本財団の選考委員会にて選考し、助成の決定は理事会において行います。 

（４）結果の通知 

令和８年１月末日までに、採否を申請者に通知します。 

なお、申請書は採否にかかわらず一切返却しません。また、選考の経緯等    

についてのお問い合わせには応じられません。 

 

６ 応募申請手続等 

（１）本財団所定の申請書 [様式C-1]に必要事項を記入し、次の添付書類とともに 

本財団事務局あて郵送してください。 

   なお、奨学助成を受けた方が次年度も継続して助成を希望する場合は、継続 

申請書 [様式C-1-1] に必要事項を記入し、本財団事務局宛郵送してください。

（注：次年度の継続申請には添付書類は不要です） 

 

（初年度の申請書 [様式C-1] の添付書類） 

① 海外からの留学の場合 

ア）写真（最近６ヶ月以内に撮影したもの：6×4㎝上半身・正面・脱帽） 

・・・・・・・・２枚（１枚は申請書に貼付） 

イ）在籍大学既修成績証明書（評価基準付）   

（博士前期課程（修士課程）の１年次の方は、大学卒業時の成績証明書） 

            ・・・・・・・・・・・・・・・・・正本１通 

ウ）推薦書（ a) 及び b) ） 

a）在籍大学の学長または学部長、研究機関の所属長等の推薦書 

[様式C-2]       ・・・・・・・・・・・・・・・・・正本１通 

b）指導教員等の推薦書[様式C-2]（複数可） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・各正本１通 

    一人の推薦者の推薦書作成は１件に限ります。また、推薦書は、推薦

者が密封の上封印したものに限ります。 

エ）現在の研究テーマを有する場合はその研究概要の書類、資料 

                ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

オ）語学能力を確認できる書類 ・・・・・・・・・・・・・・・・・各１部 
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② 日本からの留学の場合 

ア）写真（最近６ヶ月以内に撮影したもの：6×4cm上半身・正面・脱帽） 

・・・・・・・・２枚（１枚は申請書に貼付） 

イ）推薦書（ a) 及び b) ） 

a）研究機関の所属長等の推薦書 [様式C-2]  

・・・・・・・・・・・・・・・・・正本１通 

b）所属長以外の指導者等の推薦書 [様式C-2]（複数可） 

・・・・・・・・・・・・・・・・各正本１通 

    一人の推薦者の推薦書作成は１件に限ります。また、推薦書は、推薦

者が密封の上封印したものに限ります。 

ウ）現在の研究テーマを有する場合はその研究概要の書類、資料 

             ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

 

（注１）申請書類は日本語または英語により作成してください。ただし、英語

で作成した場合は概略を日本語で併記して下さい。 

（注２）申請書類がすべて完全かつ正確に記載されていない場合、また添付 

書類が完全に揃っていない場合は受理しないことがあります。 

 

（２）応募申請受付開始日：令和７年 ９月１５日（月） 

応募申請受付締切日：令和７年１０月３１日（金）（必着） 

（３）専攻分野、専門分野が、本財団の事業目的に適合するか否かについて質問が

ある場合は、本財団事務局へお問合せ下さい。 

（４）申請書送付先 

公益財団法人 日本食品化学研究振興財団事務局 

〒561-0828 大阪府豊中市三和町１丁目１番１１号 

電話:（06）6333－5680     FAX:（06）6333－5491 

Ｅ-mail：admin@ffcr.or.jp 

 

７ 助成金の支給 

（１）海外からの留学に係る助成金の受給者（以下「海外からの留学者」という）に  

ついては、助成金を分割して四半期毎に、日本国内の受領者名義の口座に振り込む

方法で支給します。 

（２）日本からの留学に係る助成金の受給者については、助成金のうち、渡航費は  

渡航前に一括して、渡航費を除く助成金は分割して四半期毎に、日本国内の受領者

名義の口座に振り込む方法で支給します。2年目の助成金は、分割して四半期毎に、

mailto:admin@ttcr
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同様の方法で支給します。 

 

８ 助成金支給の停止及び廃止 

留学者が次のいずれかに該当する場合、理事会の決定により奨学金の助成を休止、

停止又は廃止することがあります。 

 

（１）海外からの留学者（大学生、大学院生）の場合 

① 留学者が次の各号の一に該当するとき 

       ・・・・・・・・・・・・・・・助成金の支給を停止します。 

ア）留学者が休学又は長期に渡って欠席したとき 

イ）留学者の学業又は素行などの状況について、助成金受給者としての資質 

の上で問題があると認めたとき 

② 留学者が次の各号の一に該当すると認めるとき 

・・在籍校推薦者の意見を徴して助成金の支給を廃止します。 

ア）卒業（修了）したとき 

イ）留年したとき 

ウ）傷病などのため学業の継続の見込みがなくなったとき 

エ）奨学助成金を必要としない理由が生じたとき 

オ）前各号の他、助成金受給者としてふさわしくない事実があったとき 

（２）海外からの留学者（訪日研究者）及び日本から留学の研究者の場合 

① 留学者が次の各号の一に該当すると認めるとき 

        ・・・・・推薦者の意見を徴して奨学金の支給を停止します。 

ア）留学が終了したとき 

イ）傷病などのため、研究の継続の見込みがなくなったとき 

ウ）奨学助成金を必要としない理由が生じたとき 

エ）前各号の他、助成金受給者としてふさわしくない事実があったとき 

 

９ 助成金受給者の義務等 

（１）受入れ機関の指導者の下で勉学及び研究に専念すること。 

（２）留学中の連絡先（研究機関及び居住地の住所、電話、ファックス、メール    

アドレス、携帯電話番号･同メールアドレス）を、確定後及び変更発生の際、   

至急本財団事務局に連絡すること。 

（３）海外からの留学者の場合は、四半期毎に、指導教員または指導者の証明を   

付した就学状況等現状報告を提出すること。 

（４）助成期間中に就職したときあるいは留学を中止した場合、また、申請時の   

身分を喪失した場合は、速やかに連絡をすること。なお、年度途中に留学を中止
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した場合は助成金の返還を求める場合があります。 

その他、助成金の助成条件に変化が生じたときは、速やかに本財団事務局に 

届け出てください。 

（５）助成金を受けた者は、助成金の収支に関する書類を整理保管し、「研究    

（留学）報告書」を助成期間満了後３ヶ月以内に提出すること。様式は、助成金

交付決定通知書と共に交付します。 

   なお、日本からの留学者は、渡航したことを証明するもの（例：航空券の半券、

搭乗証明書等）を必ず添付してください。 

 

１０ 申請書記入に際しての留意点 

   別添「奨学助成申請書」[様式 C-1又は 様式 C-1-1]を作成する際は、各様式の

注意書きのほか、次の点に留意して記入してください。なお、申請書に添付する 

書類は、可能な限り A4版片面印刷に整えてください。 

 

（[様式 C-1]の記入に際しての留意点） 

 【全頁】奨学助成申請書は日本語又は英語で作成してください。 

     ただし、英語で作成した場合は概略を日本語で併記してください。 

 【１頁】１．留学内容（様式の文言は大学生・大学院生を対象とした表現になって   

いますので、研究者の場合は適宜読み替えて記入してください。） 

・ 「留学先機関名等」欄には、留学先の機関名、学部、学科、専攻分野、

研究課題等を記載してください。 

・ 日本からの留学の場合は留学先での居住地住所を書いていただく 

必要がありますが、当該住所が決まっていない場合は、「留学先での居

住地住所」欄には、申請時現在で未定である旨記載し、当該住所が決ま

り次第、本財団事務局に連絡をしてください。 

２．留学助成申請額 

・ 海外からの留学の場合、滞在費、学費等留学に直接要する費用で、   

80万円以内とします。 

・ 日本からの留学の場合、初年度は、滞在費、学費等に加え渡航費を  

含め、150万円以内、２年目は、滞在費、学費等、80万円以内とします。 

【２頁】３．留学の目的等 

・ 海外からの留学の場合は、留学の目的、本件応募申請の理由（経済的

な状況を含む）、将来の自身の進路についての考えを具体的に記載して 

ください。また、特定の研究を行うために留学される場合は、その研究

内容を記載してください。 

・ 日本からの留学の場合は、留学の目的、本件応募申請の理由、将来の    
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食品化学及びこれに関連する科学の進展への貢献についての考えを具

体的に記載してください。また、特定の研究を行うために留学される場

合は、その研究内容を記載してください。 

 【３頁】４．申請者経歴 

・ これまでの経歴について大学入学から具体的に記入してください。 

     ５．語学能力及び過去の業績 

・ 海外からの留学に係る応募申請の場合は、語学能力について、該当す

るところに○を付して下さい。また、語学能力試験に係る結果通知等、    

語学能力を確認できるものを添付してください。 

留学先における日本語の語学教育など留学生支援環境があれば別途 

説明してください。 

      ・ 日本からの留学に係る応募申請の場合は、語学能力に係る書面に  

加え、過去の業績、特に食品化学及びこれに関連する科学に係る業績を

詳細に記載してください。 

 【４頁】６．本財団助成金受領の過去の実績 

・ 過去に本財団から助成を受けたことがある方は、必ず記入して   

ください。 

７．留学中の日本国内の郵便物等の送付先 

・ 日本からの留学の場合は、必ず郵送先を記入してください。送付先を   

変更したときは速やかに本財団に連絡してください。 

     ８．他の奨学金の申請又は受給状況 

・ 本財団以外に奨学金の応募申請を行っている場合は、申請先機関名、   

奨学金の名称等を記載して下さい。既に他の奨学金を受給している  

場合は給付機関名、奨学金の名称等を記載してください。 

・ なお、他の奨学金受給が決定した場合は、速やかに本財団に連絡して   

ください。 

 

（奨学助成を受けた方の次年度の継続申請書[様式C-1-1]記入に際しての留意点） 

【２頁】３．奨学助成継続申請の理由 

・ 奨学助成の継続申請が必要な理由及び継続が認められた場合に今後  

行う修学、研究の計画を具体的に記載してください。 

・ 奨学助成受領後現在までの修学、研究の実績を具体的に記載して  

ください。 

 


